膨大なマネーを供給しても市中に回らず
アベノミクスは「三本の矢」と称される、「大胆な金融政策、機動的な財政政策、民間投資を喚起する成長戦略」が基本となっています。安倍晋三首相は9月26日の所信表明演説でも、アベノミクスを再加速する姿勢をアピールしました。その「核」となっているのが、黒田東彦（くろだはるひこ）日銀総裁自身が呼ぶ「異次元の金融緩和」政策です。安倍首相の意向を受けて、日銀は想像を絶する「量的・質的金融緩和政策」を2013年4月4日からはじめました。日銀は金融機関が所有していた国債の購入などで、大量の「マネー」を供給し、意図的にインフレを生み出す条件作り出し、「デフレ」からの脱却を図ろうとするのが狙いです。しかしそのマネーがちっとも市中に出回っていないことが日銀の統計自身が証明しています。それは日銀のマネタリーベース統計結果を見れば明らかです。
	マネタリーベース統計　＊マネタリーベースとは「市中にある現金」と「日銀当座預金残高」との合計

	
	2013年4月末日
	2017年12月末日
	増　加　額

	マネタリーベース総額
	155兆2,803億円
	479兆9,976億円
	324兆7,173億円

	うち金融機関が有する日銀当座預金残高
	66兆1,822億円
	368兆4,894億円
	302兆3,072億円



　上記の表の通り、「異次元の金融緩和」を始めてから、2017の12月末日までの間、日銀は国債の購入などで、324兆7,173億円もマネーを供給しましたが、その額の93.1％、302兆3,072億円が、金融機関が日銀に保有する当座預金に貯められるだけの結果です。いくら金融を緩和しても、賃金が上がらず、消費税が増税され、社会保障の切り下げで将来不安が起きたのでは、消費が冷え込みますから、「モノ」は売れず、需要も拡大しません。需要が拡大しなければ、生産も伸びません。生産が伸びないのでは、企業だって設備投資は控えます。従って政府も日銀も企業の側も、国民の購買力を増大させるための方策＝賃金引上げと社会保障の充実を、政策のど真ん中に置いて超すくべきでしょう！　ちなみに2％の物価上昇目標も下表の通り目標を定めてから４年７カ月たっても全く達成できていません。

	　
	年平均（前年比 ％）
	月次（前年同月比 ％）

	
	2014年
	2015年
	2016年
	2017年8月
	9月
	10月
	11月

	総合
	2.7
	0.8
	▼0.1
	0.7
	0.7
	0.2
	0.6

	生鮮食品を除く総合
	2.6
	0.5
	▼0.3
	0.7
	0.7
	0.8
	0.9

	食料及びエネルギーを除く総合 
	2.2
	1.4
	　0.6
	0.2
	0.2
	0.2
	0.3



消費税増税の年







[bookmark: _GoBack]

膨大なマネーを供給しても市中に回らず


 


アベノミクスは「三本の矢」と称される、


「大胆な金融政策、機動的な財政政策、民間投資を喚起する成長戦


略」


が基本となっています。


安倍晋三首相は


9


月


26


日の所信表明演説でも、アベノミクスを再加速する姿勢を


アピールしました。


その


「核」となっているのが、黒田東彦


（くろだはるひこ）日銀総裁自身が呼ぶ「異次元の


金融緩和」政策です。


安倍首相の意向を受けて、日銀は


想像を絶する


「量的・質的金融緩和政策」を


2013


年


4


月


4


日


からはじめ


ました。


日銀は


金融機関が所有していた国債の購入などで、


大量の「マネー」を供給し、意図的


に


インフレを生み出す条件作り出し、「デフレ」からの脱却を図ろうとするのが狙いです。しかしそのマネーが


ちっとも市中に出回っていないことが日銀の統計自身が証明しています。それは日銀のマネタリーベース統計結


果を見れば明らかです。


 


 


 


上記の表の通り、「異次元の金融緩和」を始めてから、


2017


の


12


月末日までの間、日銀は国債の購入などで、


324


兆


7,173


億円もマネーを供給しましたが、その額の


93.1


％、


302


兆


3,072


億円が、金融機関が日銀に保有す


る当座預金に貯められるだけの結果です。


いくら金融を緩和しても、賃金が上がらず、


消費税が増税され、


社会


保障の切り下げで将来不安が起きたのでは、消費が冷え込みますから、「モノ」は売れ


ず、需要も拡大しません。


需要が拡大しなければ


、生産も伸びません。生産が伸びないのでは、企業だって設備投資は控えます。従って政


府も日銀も企業の側も、国民の購買力を増大させるための方策＝賃金引上げと社会保障の充実を、政策のど真ん


中に置


いて超す


くべきでしょう！


 


ちなみに


2


％の物価上昇目標も下表の通り目標を定めてから４年


７カ月たっ


ても全く達成できていません。


 


 


 


 


年平均（前年比


 


％）


 


月次（前年同月比


 


％）


 


2014


年


 


2015


年


 


2016


年


 


2017


年


8


月


 


9


月


 


10


月


 


11


月


 


総合


 


2.7


 


0.8


 


▼


0.1


 


0.7


 


0.7


 


0.2


 


0.6


 


生鮮食品を除く総合


 


2.6


 


0.5


 


▼


0.3


 


0.7


 


0.7


 


0.8


 


0.9


 


食料及びエネルギーを除く総合


 


 


2.2


 


1.4


 


 


0.6


 


0.2


 


0.2


 


0.2


 


0.3


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


マネタリーベース統計


 


＊マネタリーベースとは


「市中にある現金」と「日銀当座預金残高」との合計


 


 


2013


年


4


月末日


 


2017


年


12


月末日


 


増


 


加


 


額


 


マネタリーベース総額


 


155


兆


2,803


億円


 


479


兆


9,976


億円


 


324


兆


7,173


億円


 


うち金融機関が有する日


銀当座預金残高


 


66


兆


1,822


億円


 


368


兆


4,894


億円


 


302


兆


3,072


億円


 


�Á”ï�Å


‘��Å‚Ì”N


 




膨大なマネーを供給しても市中に回らず   アベノミクスは「三本の矢」と称される、 「大胆な金融政策、機動的な財政政策、民間投資を喚起する成長戦 略」 が基本となっています。 安倍晋三首相は 9 月 26 日の所信表明演説でも、アベノミクスを再加速する姿勢を アピールしました。 その 「核」となっているのが、黒田東彦 （くろだはるひこ）日銀総裁自身が呼ぶ「異次元の 金融緩和」政策です。 安倍首相の意向を受けて、日銀は 想像を絶する 「量的・質的金融緩和政策」を 2013 年 4 月 4 日 からはじめ ました。 日銀は 金融機関が所有していた国債の購入などで、 大量の「マネー」を供給し、意図的 に インフレを生み出す条件作り出し、「デフレ」からの脱却を図ろうとするのが狙いです。しかしそのマネーが ちっとも市中に出回っていないことが日銀の統計自身が証明しています。それは日銀のマネタリーベース統計結 果を見れば明らかです。       上記の表の通り、「異次元の金融緩和」を始めてから、 2017 の 12 月末日までの間、日銀は国債の購入などで、 324 兆 7,173 億円もマネーを供給しましたが、その額の 93.1 ％、 302 兆 3,072 億円が、金融機関が日銀に保有す る当座預金に貯められるだけの結果です。 いくら金融を緩和しても、賃金が上がらず、 消費税が増税され、 社会 保障の切り下げで将来不安が起きたのでは、消費が冷え込みますから、「モノ」は売れ ず、需要も拡大しません。 需要が拡大しなければ 、生産も伸びません。生産が伸びないのでは、企業だって設備投資は控えます。従って政 府も日銀も企業の側も、国民の購買力を増大させるための方策＝賃金引上げと社会保障の充実を、政策のど真ん 中に置 いて超す くべきでしょう！   ちなみに 2 ％の物価上昇目標も下表の通り目標を定めてから４年 ７カ月たっ ても全く達成できていません。    

   年平均（前年比   ％）  月次（前年同月比   ％）  

2014 年  2015 年  2016 年  2017 年 8 月  9 月  10 月  11 月  

総合  2.7  0.8  ▼ 0.1  0.7  0.7  0.2  0.6  

生鮮食品を除く総合  2.6  0.5  ▼ 0.3  0.7  0.7  0.8  0.9  

食料及びエネルギーを除く総合    2.2  1.4    0.6  0.2  0.2  0.2  0.3  

                 

マネタリーベース統計   ＊マネタリーベースとは 「市中にある現金」と「日銀当座預金残高」との合計  

 2013 年 4 月末日  2017 年 12 月末日  増   加   額  

マネタリーベース総額  155 兆 2,803 億円  479 兆 9,976 億円  324 兆 7,173 億円  

うち金融機関が有する日 銀当座預金残高  66 兆 1,822 億円  368 兆 4,894 億円  302 兆 3,072 億円  

消費税 増税の年  

